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2013 年 10 月から 2014 年 1 月にかけ、大野は、我が国における「学校教育相談」の理論化・実践
化研究における航跡を講じた。その最終講義において、三十年にわたる研究を振り返り、「学校教育
相談」の①対象領域の拡大、②方法の拡大、③主体の拡大の三点に触れ、「学校教育相談」の再定義
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こうした状況を受け、「子どもの貧困対策推進法」が平成 26（2014）年 1 月 17 日に施行された。



















⑩当面今後 5 年間の重点施策を掲げ、中長期的な課題も視野に入れて継続的に取り組む。 
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表１ 児童相談所での児童虐待相談対応件数の推移（厚生労働省 2014.08.04 発表） 
年 度 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 
件 数 33,408 34,472 37,323 40,639 42,664 44,211 56,384 59,919 66,701 73,765 
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をあて、1980 年代後半からの 20 年の変化を整理した部分は専門外の筆者にとっても、教えられる
ことが大変多かった。 
さらに若干踏み込むと、全体に共通する特徴として、法律・政令・通達・白書などを終始踏まえ
ている。大野が政治経済の教師として出発した経歴が生かされたのであろう。「対象とする領域の拡
大」及び「方法の拡張と主体の拡充」の項目でも、政治経済社会に関わる記述が目立つ。大野が指
摘しているように、「学校教育相談」を必要とする生徒を取り囲む問題は多い。学習、いじめ、貧困、
家庭、虐待、進路、情緒不安定、さまざまな不適応などその守備範囲は広い。これら諸問題に対応
するため、「学校は、教育、福祉、医療、矯正、更生保護、雇用その他の各関連分野における知見を
総合して行う子ども政策の中核機関であり、そうした外部支援資源をうまくコーディネートし、有
効に機能させていく役割を担える学校側の教職員が不可欠となっている。…（後略）」という大野の
記述に、「学校教育相談」の将来像に対する彼の考え方が集約されているように筆者には思える。 
論文の終わりの部分、「バルネラブルであること」と「レジリエンスを高めること」の項目で、大
野が指摘した「学校教育相談実践は、子どもを巡るいろいろな問題を…見過ごすことができなかっ
たバルネラブルな教師のボランティア実践活動として自然発生的に始まり…（後略）」の部分は、鋭
い分析と感心する反面、筆者自身の若い教師時代をこのように断定されることへの違和感がある。
筆者が突っ張りグループや突然の不登校と家庭内暴力を起こした生徒の問題を勤務時間など度外視
して解決できたのは、ボランティア精神ではなく使命感と負けん気だったと考えている。筆者が大
野の解説するバルネラブルな心性の持ち主からではない。この件では、一度彼と話し合ってみたい。
最後に、大野が副題に掲げた小学校と高校のモデル構築と共著者には直接言及できなかった。お詫
びしておく。 
